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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

本町の高齢者比率は、介護保険制度が発足した平成 12 年時点では 12.1％でしたが、令和 2 年度末に

は 24.9％に上昇し、町民の 4 人に 1 人が高齢者となっています。また、平成 12 年度末と令和 2 年度

末との比較において、第 1 号被保険者は 4,952 人の増加、第 1 号認定者は 969 人の増加となっており、

介護保険制度開始から 20 年を経る中で、介護を取り巻く環境が大きく変化していることが伺えます。 

今後、医療ケア、看取り、レスパイトケア（介護者の休息）等の総合的な支援の必要性は益々高ま

っていくことが想定され、また、これらと並行して介護離職防止の推進にも取り組む必要があると考

えています。 

これらを踏まえ、本計画は町民が生涯にわたって住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、

策定するものです。 
 

(2) 区域の設定 

市町村計画の区域は、以下の区域とします。 

 
☑藍住町 
☑藍住町医療介護総合確保区域  

藍住町における医療介護総合確保区域については、藍住町全域とします。 
☑日常生活圏域と同じ 

 

(3) 計画の目標の設定等 

藍住町 
 １．目標 

藍住町においては、地域密着型サービスの整備等により、高齢者が可能な限り住み

慣れた地域で安心した生活を送ることができるよう、以下を目標に取り組みます。 
①  介護施設等の整備に関する目標 

     地域包括ケアシステムの構築に向けて、「藍住町第８期介護保険事業計画及び高齢者 
福祉計画」において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行います。 
（整備目標） 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 ０カ所 → １カ所（定員２９） 

 
２．計画期間 

   令和３年４月１日～令和５年３月３１日 

（注）目標の設定に当たっては、介護保険事業計画等を踏まえ、アウトプット・アウトカムに 
   着目したできる限り定量的な視点による目標設定を行うこと。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

令和４年度 藍住町地域密着型サービス運営委員会から意見聴取 

 
 

(2) 事後評価の方法 

藍住町地域密着型サービス運営委員会等の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直

しを図りながら計画を推進します。 

 

  



   

3 
 

３．計画に基づき実施する事業 

（事業区分 3：介護施設等の整備に関する事業）  

(1) 事業の内容等 

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 

①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

(千円) 

 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１（介護分）】 
藍住町介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

藍住町 

事業の実施主体 藍住町 

事業の期間 令和３年４月１日～令和５年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図ります。 

アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の事業所数１３カ所 

（令和 3.4.1 時点） 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行います。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援を行います。 

整備予定施設等 

 看護小規模多機能型居宅介護       １カ所 
 
 

アウトプット指標 ・地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を行います。 
・看護小規模多機能型居宅介護 ０カ所→１カ所（定員２９） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、事業所数の拡充を

図ります。 
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金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 

(千円) 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 
計（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５） 繰越を想定していますが事業者未定のため見込み額不明。 

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充

当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。 
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所要見込額を記載

すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

 別紙 2「事後評価」のとおり。 


